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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、都市化が進むアジア途上国において、住民移転に焦点を当てて住民のエネ

ルギーアクセスの変化を評価することで、都市化がもたらす地球温暖化への影響を測る。
アジア 4都市にて、農村から都市への移転によるエネルギー消費・CO2排出量へのインパク
トを分析した。ハノイでの分析の結果、農村から都市部に移転する場合、世帯当たりの CO2
排出量は、移転前と比較して倍以上に増加する一方、都市から都市へ移転する場合は、CO2
の排出量の変化は限定的であることが示された。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The objective of this research is to examine the effect of migration on the CO2 
emission, and to be a basis for accounting the potentials of CO2 mitigation strategies 
in the residential sector of the large cities in developing countries. The household 
survey was conducted in the 4 Asian Mega cities to estimate the 
energy  consumption  and  CO2 emissions.  The research findings from Hanoi 
indicated that rural-urban migrants obviously increase their emissions after 
migrating to the cities, even though current CO2 emission of them is much lower than 
that of urban-urban migrants and non-migrants. The phenomena were not observed in 
the case of urban-urban migrants. 
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１．研究開始当初の背景 
 近年、途上国を中心に都市化が急速に進
行している。世界の都市化率は 1950 年には
21.9%であったが、2010 年には 50.6%となり、
2050 年には 69.6%に至ると予測されている

(UN 2008)。都市化は主に、農村部から都市
部へ人口が流入することで加速する。今後、
地球全体の温室効果ガス排出削減のために
は、急速に発展が見込まれる途上国からど
れだけ排出量を削減できるかが鍵となる。
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途上国で近い将来、都市化率・都市人口が
共に増加することが予想される中、住民移
転の影響は将来のエネルギーアクセスや温
室効果ガス排出を検討する際に、決して無
視できないものである。 
 従来都市化とエネルギー消費との関係を
議論する際は、‘energy ladder’仮説をも
とに検討が行われてきた。一般的に農村部
では薪・石炭・バイオマス（藁・家畜のフ
ン）といったエネルギー効率の低い燃料が
利用される使われる頻度が高く、対して都
市部では電気・LPG といったエネルギー効
率が高い燃料が利用される。そのため 
‘energy ladder’仮説では都市化により、
アクセス可能なエネルギーや生活様式の変
化により、エネルギー効率の低い燃料から
高い燃料へと、エネルギー転換が起こると
同時に、エネルギー総消費量が減少するこ
とを予測する（Masera et al. 2000）。実証
面では、都市中心部と都市周辺部（農村部）
のエネルギー消費量・消費する燃料構成の
比較を行うことで、都市部に人口が流入す
る際のエネルギーアクセスのインパクトを
評価する研究が多くみられる。例えば、こ
の仮説を肯定して都市化によるエネルギー
需要減を検証した研究（Cai and Jiang 
2008）、それに対して都市部においても低い
エネルギー効率を使い続けることを示した
研究（Hiemstra-van der Horst & Hovorka 
2008; Masera et al. 2000）や、都市部で
の経済成長によりエネルギー効率が低い燃
料の需要が増加するという研究（Kebede et 
al. 2002）がみられる。都市化により住民
の利用するエネルギー構成の転換は発生す
るのか、そしてエネルギー消費量が増加す
るのか否かは、一致した見解が出ているも
のではない。 
住民が農村部から都市部に移転すると、

エネルギー消費量やその構成にどのような
違いが出るのであろうか。住民が移転する
と住居、収入源、世帯構成・教育といった
生活面に多大な変化をもたらす。同時に利
用するエネルギー消費量とその構成が変化
することが予測される。更に都市部におい
ては、移転住民と都市に居住する住民（非
移転住民）との間には、生活水準や生活様
式に関しても大きな違いが見られる。その
ため、都市部と都市周辺部（農村部）に居
住する住民のエネルギー消費の違いをみて
都市化によるエネルギー消費を予測するの
では不十分である。移転住民自身が、農村
部から都市へ移転する際にどのような面で
生活が変化したのか、そして移転住民と非
移転住民との間のエネルギー消費に関する
生活様式の間には、どのような違いがある
のか。住民移転によるエネルギーアクセス
を論じる場合は、このような面から検討す

る必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では移転住民が移転前と移転後に

おいてどのようにエネルギー消費量やその
構成を変化させてきたのかを明らかにする。
とりわけ非移転住民と比較して、移転住民
の生活水準・生活様式の特徴を踏まえた上
で、個々の移転住民のエネルギー消費の変
化がもたらす、都市全体に与えるエネルギ
ー消費へのインパクトを検討する。具体的
には、(1)移転住民に対して移転前・移転後
でのエネルギー消費量やその燃料構成を聞
き取り調査にて尋ねることで、移転前後に
おけるエネルギーアクセスの変化を計測す
る。(2)移転住民のエネルギーアクセス変化
の特徴を示すために、非移転住民に対して
今年のエネルギー消費量及び消費した燃料
構成を訪ねる。(3)そして移転住民・非移転
住民から得られたデータをもとに、熱量換
算のエネルギー消費量と温室効果ガス排出
量の推定を行うことで、住民移転がもたら
す地球温暖化への影響を明らかにする、こ
とを目的とする。そしてこれらの研究を通
じて、アジア途上国において温室効果ガス
排出削減のための対策を明らかにすること
を目指す。 
 

３．研究の方法 
 研究目的達成のために、アジア途上国（ベ
トナム・ジャカルタ・ダッカ・アーメダバ
ード）の都市部において、住民を対象とし
たアンケート調査を実施した。移転前後で
エネルギーアクセス（エネルギー消費量、
その消費構成、支出額）はどのように変化
したのか。移転住民と非移転住民との間の
エネルギー消費の実態の違いは何か。本研
究では、移転住民に対しては、移転前後で
のエネルギーアクセス、移転理由、移転前
後の世帯人員・世帯構成・収入・収入源と
いった世帯属性の項目、移転前後に所有す
る電気機器や交通手段（二輪車・自家用車）
の利用についても質問を行い、エネルギー
利用に関連した包括的な調査項目を設定し
た。 
 
４．研究成果 
 上記 4都市を対象に、農村から都市への
住民移転をもたらす要因とエネルギーアク
セスに関する調査を行い、都市への住民移
転がもたらすエネルギー消費量や CO2 排出
量の変化を分析した。サンプル数はハノイ
934（移転住民 475、非移転住民 459）、ジャ
カルタ864（移転住民446、非移転住民418）、
ダッカ 1,005（移転住民 503、非移転住民
502）、アーメダバード 1,007（移転住民 502、
非移転住民 505）であった。 



 

 

対象とした都市では移転前後で、移転住
民の世帯当たりエネルギー消費量は大きく
増加していることが示された。特にダッカ
では増加幅が大幅に大きかったのに対し、
ジャカルタでは小幅な変化であった。また
非移転住民と移転住民との間には世帯当た
りエネルギー消費量に大きな差が見られた。
どの都市においても非移転住民の方が移転
住民と比較してエネルギー消費量が大きい
という傾向であった。また非移転住民の方
が移転住民と比較して、世帯収入が大きい
ことが示された。この結果は、住民移転に
よる都市化で進む地域では、移転住民のラ
イフスタイルやエネルギーアクセスを議論
するためには、移転住民を、同じ都市に居
住するという理由で非移転住民と同様に扱
うのではなく、移転住民そのものを対象と
した評価が必要であることを示唆した。ま
た、スラム居住者では移転住民・非移転住
民との間に、エネルギー消費量について大
きな差が見られなかった。 
 

 
図 1. 移転住民・非移転住民のエネルギ

ー消費量及び CO2排出量の推移 
 
図 1 にハノイ市における非移転住民及び

移転住民のエネルギー消費と農村、都市か
らの移転前後のエネルギー消費量・CO2排出
量の比較結果を示す。農村から移転する場
合、世帯当たりのエネルギー消費量・CO2
排出量は、移転前と比較して 2倍以上に増
加する一方、他都市から移転する場合は、

増加幅は限定的であることが示された。こ
の傾向は 1人当たりのエネルギー消費量・
CO2排出量を比較する場合も同様であった。
移転住民は通常世帯人数が少ないことを考
えると、エネルギー消費は非効率であるこ
とを示唆している。よって住民移転による
都市化が進行する場合、非効率な燃料消費
が行われている可能性がある。Tobit 分析
により、全体としてハノイ市への住民移転
は CO2 排出量増加に対して有意に影響して
いることが示された。 
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